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巻頭言 

 

令和４年 12 月に、スポーツ庁及び文化庁が策定した、「学校部活動及び新た

な地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」では、これまで

の学校部活動の意義を認め、少子化の中でも将来にわたり、生徒がスポーツ・

文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保することを目指し、学

校部活動が生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となるよう、適正な

運営や効率的・効果的な活動の在り方について示されました。そして、令和５

年度から令和７年度までの３年間を「改革推進期間」と位置付けることと示さ

れました。 

 

 本県の学校の部活動を巡る状況については、近年、特に持続可能性という面

でその厳しさを増しています。現在、日本の総人口が減少局面に入って十数年

が経過し、県内の公立中学校の生徒数は昭和37年 209,429人とピークに達し、

昭和 54 年には 105,779 人と約半数になり、令和３年は 53,720 人となっていま

す。 

 このような状況の中、各市町村の取組を支援するため、このたび県教育委員

会では令和５年２月に作成した「教育委員会が運営方針の決定等に関与する地

域スポーツクラブ活動制度設計の手引き」に続き、「教育委員会が運営方針の決

定等に関与する地域文化クラブ活動制度設計の手引き」を作成し、お示しする

ことにしました。 

 

 部活動の地域移行は、少子化等による社会背景の変化の中であっても、子供

たちが生き生きと多様な文化芸術活動に取り組めることを目指すものです。各

市町村において、それぞれの地域に相応しい形で文化芸術環境を整備するとと

もに、教員の働き方改革の推進が図られることを願っています。その実現のた

め、県教育委員会として、引き続き各市町村の取組を支援して参りたいと考え

ております。 

 

 

令和５年３月 

新潟県教育庁義務教育課 

課長 今井 渉 
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１ 部活動に代わる中学生の新しい環境構築    

（「休日の部活動の段階的な地域移行」）の考え方 
 

（１）国の方針と本県の考え方  

〇 令和２年９月に、文部科学省及び文化庁等は「学校の働き方改革を踏まえた部活動改

革について」事務連絡しました。下図はその概要版です。 

 

〇 はじめに「部活動の意義と課題」として現状の捉えが示されています。ここでは、部

活動は大変意義深い活動である一方で、教師の長時間勤務の要因となったり、指導経験

のない教師にとって多大な負担となったりしていることにより、生徒にとって望ましい

指導を受けられない場合がある等の課題があることから、持続可能な部活動と教師の負

担軽減の両方を実現できる改革が必要であるとしています。 

 

〇 その状況を踏まえ、その下の「改革の方向性」では、休日に教師が部活動の指導に携

わる必要がない環境を構築する一方で、部活動の指導を希望する教師は引き続き休日に

指導を行うことができる仕組みを構築することで、生徒の活動機会を確保するために、
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休日における地域のスポーツ・文化芸術活動を実施できる環境を整備することとしてい

ます。 

 

〇 そして、改革を推進する「具体的な方策」として、一つめに、令和５年度以降、休日

の部活動を段階的に地域に移行していくこと。二つめに、合理的で効率的な部活動を推

進することとしています。 

 

〇 事務連絡の表題に「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」とありますが、顧問と

して指導する教員の勤務実態については、本県においても教員の長時間勤務の原因の多

くは「部活動指導」によるものであることが明らかになっており、その改善は喫緊の課

題です。 

 

〇 公立学校教員には、いわゆる残業手当が支給されないため、休日に部活動指導を行う

際は、ごく少額の特殊業務手当の支給のみで勤務している実態は、保護者等にはあまり

知られていません。 

 

〇 また、令和３年７月に日本スポーツ協会（以下ＪＳＰＯ）が実施した調査では、部活

動顧問のおよそ半数が、休日の部活動が地域に移行された場合は、指導を地域人材に任

せたいと回答している実態があります。つまり、先生方の約半数は、休日の部活動指導

をできればやりたくないと考えているということです。 

 

〇 このように、現在の学校部活動は、大部分を教員のボランティア的な取組によって支

えられている現状があります。「ブラック部活動」というワードが世に出てしばらく経

ちますが、教員がごく少額の手当てのみで、負担感を感じながら、土日を返上して指導

にあたることで成立している部活動には限界があり、今後は持続可能な形で、それぞれ

の生徒のニーズに応じた新たな活動機会を作り出していくという考え方に切り替えて

いかなければなりません。 

 

〇 一方で生徒の視点に立って考えたとき、部活動に対しては保護者の皆様の思いも含め、

様々なニーズがあります。全国大会を目指して競技力・技術力向上を目指す生徒もいれ

ば、体力や規律を身につけることを目的にしたり、仲間との楽しい時間を過ごすことを

目的にしたりと、生徒のニーズは多様です。 

 

〇 令和２年９月の文科省事務連絡は、「学校の働き方改革」を前面に出したものですが、

その視点からのみ部活動改革を推進することで、生徒の活動機会が失われてしまうこと

は絶対に避けなければなりません。 

 

〇 当県においては、急激に進行する少子化の影響で学校が小規模化してきていることに
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より、現在の部活動では、生徒数の減少により単独校でチームが組めない場合が増えて

いること、通学する学校に取り組みたい競技・種目の部活動がないこと、専門的な指導

ができる顧問がいない場合が多いなどの状況が発生しています。 

 

〇 また、楽しく活動をしたいと思っていても極端に競技力・技術力の向上に重点を置く

活動しか行われていなかったり、学習もしっかりと頑張りたいと思っていても休日の活

動時間が長くて自分の時間が十分に確保できていなかったりする状況があるなど、それ

ぞれの生徒のニーズに必ずしも応えることができていない状況があります。 

 

《参考資料》 

 
 

 

〇 この一連の部活動改革では、あくまで生徒の幸せを第一に、まずはニーズに合わせて

活動を選択できるようになるなど、生徒の活動をより良いものとすることを目指し、そ

の結果、教員の働き方改革も進んでいくというストーリーを考えていくことが大切です。 

 

〇 こういった考え方で、各市町村教育委員会、各協会、各地の文化芸術団体などが、休

日に学校部活動が行われなくなることを前提として、それぞれの地域の実情に応じ、そ

れぞれの地域が持っている資源を生かした、部活動に代わる新しい文化芸術環境を構築

する準備を進める必要があります。 

 

〇 その際、これまで学校が担ってきた部活動を、そのまま地域に移行するイメージで進

めた場合、部活動の課題をそのまま地域が引き取っていくこととなり、課題解決につな

がらず、また地域の理解も得にくいことが想定されます。したがって、それぞれの地域

において、文化芸術活動を通じた人材育成の考え方を整理した上で、生徒や保護者のニ

ーズを踏まえ、活用可能な資源を有効に活用しながら、新たな環境を構築するという考

え方で進める必要があります。 

 

〇 なお、国事務連絡にある「段階的な地域移行」について、「段階的」とは、「条件・準

備ができたところから順次」という意味であり、決して「一斉に」地域移行しなければ

いけないものではありません。部活動の地域移行には、地域の実情に応じ、多くの課題
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を解決していく必要があることから、これらの課題と向き合いながら、着実に準備を進

める必要があります。 

 

〇 また、休日の学校部活動の地域移行の達成時期については、国ガイドラインにおいて、

令和５年度の移行開始から３年後の令和７年度末を目途として想定し、この３年間を改

革推進期間とすることと示されたため、県及び市町村は、この期間に地域の文化芸術環

境整備のための取組を重点的に行うことにします。 

 

〇 一方でガイドラインには、中山間地や離島をはじめ、市町村によっては合意形成や条

件整備等のため移行にさらに時間を要する場合も考えられ、その場合においては地域の

実情等に応じて可能な限り早期の実現を目指すこととし、国及び県は適切に指導助言を

行うことと示されました。 

 

〇 まずは休日における地域の環境整備を着実に進める必要がありますが、地域の実情等

によっては、平日と休日を一体として取り組むことや、平日から先に移行に取り組むこ

ともあり得るので、どのような進め方が当該地域の実情等に照らしてふさわしいかにつ

いては、各地域において、関係者間で丁寧に調整をした上で方針を決定するようにしま

す。 

 

〇 また、これまで学校部活動が大きな役割を担ってきた、生徒の文化芸術活動の機会の

確保や文化芸術に親しむ人口の拡大等について、今後は学校及び教育委員会と関係諸団

体が連携しながら、新たな形を構築していくことが必要になりますが、並行して、民間

の団体、地域のクラブ・サークル、各団体等においても、それぞれが、休日に学校部活

動が行われなくなることを前提とした準備を進めていくことが必要になります。 
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（２）地域移行後の休日の地域クラブ活動（部活動に代わる新しい文

化芸術環境）  

 

〇 文化庁は、休日に学校での部活動が行われなくなった際に想定される中学生の活動場

面、つまり地域移行後の休日の地域クラブ活動の例は次のとおりです。 

 

 ① 市町村は、文化芸術団体、大学、民間事業者・地域学校共同本部などの関係者と連携

し、地域スポーツ・文化クラブ活動の運営団体・実施主体の整備充実を支援します。市

町村は連携する団体から指導者として地域クラブに配置します。 

   例：地域の吹奏楽団体や伝統文化を継承する団体、自然科学に関する団体など 

② 市町村は関与せず、総合型地域スポーツクラブ（文化クラブ）や民間の事業者等の地

域の団体等が直接地域クラブ活動の運営と指導に当たります。 

③ 直ちに①②のような体制を整備することが困難な場合は、中学校の部活動において地

域の人材を部活動指導員として配置します。その際、教師でなく部活動指導員が顧問と

なり指導や大会等の引率を担うことができる体制を構築します。地域学校協働本部や保

護者会、同窓会、複数の学校の文化部が統合して設立する団体など、学校と関係する組
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織・団体も想定されます。なお、市町村が運営団体となることも想定されます。 

 

〇 文化芸術団体との連携は、例えば県や地域の吹奏楽団体や科学に関する団体などが考

えられます。 

 

〇 生徒はそれぞれの地域で提供される活動機会の中から、自身のニーズに応じた活動を

選択できることになります。複数の活動を兼ねることも可能である一方で、いずれの活

動にも参加しないという選択肢もあります。また、居住する地域に希望する競技等の活

動機会がない場合は、他の地域の活動に参加できるような仕組みを作ることが必要です。 

 

 

（３）地域移行の方針、地域文化クラブ活動（教委関与）の目的 

 
 

〇 文化部活動を地域に移行させる際の方針を「生徒のニーズに応えた活動機会の保障と、

教員の働き方改革の推進の両立」とし、地域移行後も生徒が文化芸術活動に親しむこと

ができる環境づくりを第一に挙げました。子どもたちの文化的資質の向上の視点や文化

芸術活動の振興の視点から、この視点は欠かせないものであると考えます。 
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〇 また、地域移行の中で、「地域文化芸術活動（教委関与）」の目的を「文化芸術活動を

したい生徒すべてが参加可能な、技術力向上のみを目的としない機会の確保」としまし

た。 

 

〇 地域移行後に様々な活動の選択肢がある中で、文化芸術活動をしたい生徒すべてが活

動できる場を提供する、最後の受け皿の一面を意識しながら準備を進めることが、「地

域文化クラブ活動（教委関与）」に必要な視点です。 

 

〇 そのため、現在、部活動で取り組んでいる競技・種目等に限らず、平日に文化部に所

属していない生徒が週末は文化芸術活動をしてみたいと思えるような活動、地域文化活

動、シーズン制のような複数の種目を経験できる活動、世代間交流に取り組むような活

動、障害の有無にかかわらず、誰もが一緒に参加できる活動などについても提供できる

よう検討することが必要です。 
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２ 「地域文化クラブ活動（教委関与）」制度設計の手順  

 

 〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の制度設計には、関係団体等との連携が不可欠

です。下図は、関係団体等との連携の例を表したものです。 

 

（１）「市町村の推進計画」の策定 

 〇 市町村教育委員会または市町村文化芸術所管課は、「国ガイドライン」及び「県の推

進計画」に沿って、「市町村の推進計画」を策定します。 

  

〇 「市町村の推進計画」には、休日の部活動の地域移行の終期までのスケジュール感を

明確に示すとともに、期限を区切っての到達目標と目標達成のための方策（競技等別の

準備計画の提示や「準備会議」「運営会議」の開催スケジュール等）についてスモールス

テップで示す必要があります。 

 

〇 策定した「市町村の推進計画」は、児童生徒とその保護者、学校関係者、文化芸術関

係者にとって情報を共有する必要があるため、関係資料については公表し周知する必要



9 

 

があります。 

 

（２）運営団体及び実施主体の決定  

〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の運営団体の考え方や業務等については次のよ

うに想定していますが、現状、適当な団体等がない場合には、移行期間において必要に

応じ市町村教育委員会や市町村地域文化芸術所管課が一時的に運営主体の役割を担い

ながら団体の設立や育成を行うことが必要な場合があります。 

 

１）地域移行後の活動を運営する団体（運営団体）の考え方 

 ①地域・保護者からの信頼の下、中学生が安心安全に参加し、健全育成に資するような

活動を運営、マネジメントできる団体であること。 

 ②適正な会計管理や健全な運営管理が求められることから、法人格をもつなど公益性が

あり、ガバナンスが確立している団体であること。 

  ※会計管理の際、税務処理が必要となる場合がある。 

  ※活動に係る訴訟等が発生した場合には、対応する必要がある。 

２）運営団体の役割 

  地域内の複数のエリアでの活動や種目別の活動を総括し、活動の運営に係る事務（財

務管理を含む）やマネジメントを行う。 

３）運営団体の業務（移行期間においては市町村教育委員会が代替すること、サポートす

ることも想定） 

 ・運営方針、運営方法等の決定（運営に係る検討会議等の開催） 

 ・活動の周知に係る応報活動、参加者の募集、受付 

 ・活動のマネジメント（活動日時の決定と参加者への連絡、活動場所の確保等） 

 ・指導者のマネジメント（指導者の選定と任用、研修の実施、指導シフトの作成、指導

報酬の支払い等） 

 ・参加者のマネジメント（参加者の保険加入、出欠状況の確認、必要に応じ保護者対応

等） 

 ・運営団体の財務処理（全体の会計管理、税務処理、予算決算の報告等） 

 ・運営に係る諸問題の解決（保護者対応、生徒間トラブル対応等）と活動の改善 

 ・地域、学校、団体等のコーディネート等 

４）コーディネーターの考え方 

  運営団体に属する職員または市町村教育委員会に任用された職員が、運営団体の業務

を適切に遂行するため、教育委員会、学校、参加者（保護者）及び関係団体等との調整

を行う。  

 

〇 運営団体・実施主体としては、既存の総合型地域文化クラブ、市町村の団体等が想定

されますが、民間事業者や大学等の活用も考えられます。また、地域学校協働本部や保
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護者会、同窓会など、学校と関係する組織・団体も想定されます。 

 

〇 運営団体・実施主体には、お金の管理と指導者及び参加者のマネジメント等において、

健全な運営と高い透明性が求められます。 

 

 

（３）総括コーディネーター・コーディネーターの配置 

 〇 休日の部活動の地域移行をスムーズに進めるため、関係者間（学校、保護者、運営団

体、実施主体、関係団体等）の連絡調整や、各種検討会議の運営・進行等を担当するコ

ーディネーターや必要に応じて総括コーディネーターを配置し、準備を進めていくこと

を検討する必要があります。なお、総括コーディネーターは文化部活動だけでなく運動

部の連絡調整等を行うことも考えられます。 

 

 〇 総括コーディネーター、コーディネーターは、運営団体の職員や市町村教育委員会が

任用する職員等を想定していますが、市町村職員がその役割を担うことも考えられます。

なお、総括コーディネーターは、文化芸術関係者、スポーツ関係者も含めた複数のコー

ディネーターを統括する立場という理解です。 
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（４）指導者の確保  

〇 地域文化部活動の指導は、地域の指導者及び、兼職兼業の許可を得た、指導を希望す

る教員等が担うことになります。 

 

〇 一方で、多くの地域において、現段階で十分な指導人材を確保することが困難である

現状を踏まえ、地域の実情に応じて、以下のような方策等を検討する必要があります。 

 

 ①地域の人材の把握 

   市町村の文化芸術団体の登録者、演奏者、有識者、クラブチームの指導者、個人で

活動している指導者等をリストアップする。 

 ②指導を希望する教員の把握 

   教員へのアンケート調査等により、地域文化部活動での指導を希望する教員をリ

ストアップする。 

 ③指導人材登録制度の活用 

   ①②で把握しきれない人材を活用するため、人材登録制度を構築し、適切な広報

活動により、意欲ある指導者を確保する。 

 ④大学・企業との連携 

   大学については、地域の活動で指導することが、特に教員を志望する学生にとっ

て高いメリットがあることから、大学との連携を行うか、大学を通じての求人募集

を行う。 

また、地域に企業での文化芸術団体がある場合は、連携した指導者確保を行う。 

 ⑤民間事業者との連携 

   全国的には、人材派遣会社等の民間事業者との連携を行っている自治体が存在す

る。 

 ⑥求人募集 

   マスメディアやコミュニティメディア、ハローワーク等での求人募集を行う。 

 ⑦広域での活動の実施 

   近隣市町村と連携し、単一の市町村で実施できない活動を広域で行うことを検討

する。 

 ⑧ＩＣＴ機器を活用した活動の実施 

遠隔指導や、見本動画との動作比較ができるようなアプリケーションを活用し、主

体的に課題解決を行う活動を行う。この場合、活動に同席する指導者は、必ずしも専

門的な指導ができる必要がなく、役割は、活動の安全管理や生徒への励まし等となる。 

 

   ※上記の他、活動経験がある高校生を指導者のアシスタントとして活用 

することも考えられる。 
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〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の指導者は、技術の指導力だけでなく、運営主体

が定める運営方針に沿って、生徒に適切な指導を行うための資質を備えていることが必

須です。 

 

〇 一方で、生徒の発達段階に応じた、適切で効果的な指導を行うためには、指導者とし

て必要なコーチング論などの知識や考え方、生徒理解やトラブル対応などの知見を身に

つけておく必要があることから、一定程度の研修の受講や、自治体が独自に定める指導

者ライセンスの取得は不可欠であると考えます。 

 

〇 県では令和４年度中に、スポーツクラブの指導者に向けた県共通の研修コンテンツを

作成しました。各市町村では指導者の任用の際、この共通コンテンツ※を活用した研修

受講に加えて、各地域の実情に応じた独自の研修会への参加を条件としたり、テスト等

で一定程度の理解が確認できた指導者に独自のライセンスを付与したりするなどの取

組も考えられます。 

 ※10 のコンテンツのうち、導入に当たる「地域スポーツの在り方について」と「指導者

としての在り方」の二つは、地域移行の背景、新たな体制整備の必要性、指導者とし

て期待される姿などの内容が含まれています。 

 

〇 教員の指導ニーズについては、令和４年９月に、県教育委員会が全県の中学校教員に

向けた無記名での調査を実施し、その結果を市町村教育委員会に情報提供しました（次

頁に概要版）。指導を希望する教員が積極的に指導者として参加できるような条件整備

も必要になってきます。 

 

〇 また、地域文化部活動を持続可能とするためには、参加者が将来、地域の指導者とし

て子供たちを指導したいという気持ちになるような、長期的な視点をもった活動を行う

ことも大切です。 

 

 〇 地域や競技等によっては、指導者の確保が困難な場合も想定されます。その際、近隣

市町村との広域での連携や、ＩＣＴ機器を活用した活動（遠隔指導やアプリによる主体

的な活動）の導入について検討を進める必要があります。 
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《参考》休日の部活動の地域移行に係る兼職兼業での指導に関する意向調査 

 （令和４年９月実施）結果 

１ 回答数 3,100 人（回答率 65.8％）  

 

２ 回答者の勤務地及び生活根拠地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤務地とした回答者数 生活根拠地とした回答者数

新潟市 9 2 9 10 8 6

長岡市 4 11 4 5 6

上越市 3 2 6 3 5 9

三条市 14 0 10 2

柏崎市 14 4 12 6

新発田市 10 3 13 7

小千谷市 6 1 4 2

加茂市 4 5 3 0

十日町市 117 8 9

見附市 7 2 7 9

村上市 6 1 5 8

燕市 10 3 115

糸魚川市 5 5 4 6

妙高市 4 7 3 1

五泉市 4 2 4 7

阿賀野市 4 0 2 1

佐渡市 12 6 10 3

魚沼市 4 5 3 9

南魚沼市 6 1 4 8

胎内市 4 5 2 3

聖籠町 13 7

弥彦村 15 4

田上町 2 5 7

阿賀町 16 6

出雲崎町 11 5

湯沢町 11 2

津南町 15 8

刈羽村 10 7

関川村 0 4

粟島浦村 5 1

無回答 6 12

合計 3 10 0 3 10 0
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３ 回答者の年齢及び性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 指導の希望状況 

 

 

 

 

 

 

 

※以下、「希望する」「条件によっては希望する」と回答した 1107 人について 

５ 指導を希望する活動の目的 

 

 

 

 

 

 

 

６ 希望する報酬金額（時給） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 女性 合計

    ～2 9 歳 2 8 9 2 0 1 4 9 0

3 0 ～3 9 歳 4 3 7 19 2 6 2 9

4 0 ～4 9 歳 4 4 6 3 3 1 7 7 7

5 0 ～5 9 歳 5 6 6 3 9 5 9 6 1

6 0 歳～ 15 8 6 4 2 2 2

無回答 14 7 2 1

合計 19 10 119 0 3 10 0

希望する 3 6 2

条件によっては希望する 7 4 5

わからない 15 8

希望しない 18 2 9

無回答 6

3 10 0 3 10 0

110 7

19 9 3

3 5 .7 %

6 4 .3 %

楽しみながら活動し、結果的に競技力が高まるような活動 8 4 5 7 6 .1%

厳しい指導で競技力を高める活動 16 2 14 .6 %

競技力向上よりも「楽しさ」や「仲間づくり」を目的とした活動 6 8 6 .3 %

世代を超えて障害の有無に関わらず参加できるような活動 2 6 2 .3 %

ヨガハイキングアウトドア等競技性がない活動 6 0 .7 %

110 7

不要 3 4 3 .1 %

～9 9 9 4 3 3 .9 %

1,0 0 0 ～1,4 9 9 3 2 9 2 9 .7 %

1,5 0 0 ～1,9 9 9 2 8 4 2 5 .7 %

2 ,0 0 0 ～2 ,4 9 9 2 11 19 .1 %

2 ,5 0 0 ～2 ,9 9 9 4 4 4 .0 %

3 ,0 0 0 ～3 ,4 9 9 5 2 4 .7 %

3 ,5 0 0 ～ 10 5 9 .5 %

無回答 5 0 .5 %

110 7
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７ 指導を希望する競技等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バスケットボール 14 1 吹奏楽 9 2

軟式野球 14 1 美術 13

陸上競技 13 3 合唱 11

バレーボール 12 8 書道 3

ソフトテニス 10 0 和太鼓 1

卓球 7 7 英会話・美術 1

サッカー 6 8 書道・英語 1

剣道 4 2 茶道 1

バドミントン 4 0 家庭科・食物 1

柔道 2 3 科学技術 1

水泳 18 演劇 1

スキー 16 12 6

ソフトボール 8

ラグビー 6

ヨガ・ストレッチ・ハイキング 6 全ての活動 2

体操競技 6 2

ハンドボール 6

弓道 3

テニス 4

ダンス 2

新体操 2

パラスポーツ 2

相撲 1

ボクシング 1

アイスホッケー 1

カーリング 1

カヌー 1

水球 1

弓道・パワーリフティング 1

9 7 9

運動部 文化部

その他
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８ 指導を希望する市町村等 

 

 

 

 

 

勤務校の市町村
での指導を希望

生活根拠地の市町村
での指導を希望

新潟市 3 6 7 3 13 6 3 1 14 3

長岡市 16 9 9 0 2 6 3 7 16

上越市 110 7 9 6 2 3 2

三条市 4 5 10 12 17 6

柏崎市 6 0 3 6 8 13 3

新発田市 4 5 2 3 2 14 6

小千谷市 15 6 3 6 0

加茂市 8 1 5 2 0

十日町市 3 8 2 1 6 10 1

見附市 17 1 6 9 1

村上市 2 1 13 3 5 0

燕市 4 8 11 14 17 6

糸魚川市 10 5 1 4 0

妙高市 12 2 3 5 2

五泉市 19 4 4 6 5

阿賀野市 12 3 6 3 0

佐渡市 2 5 2 3 2 0 0

魚沼市 15 4 6 5 0

南魚沼市 2 3 13 3 6 1

胎内市 8 3 2 3 0

聖籠町 3 0 3 0 0

弥彦村 2 1 1 0 0

田上町 6 1 3 2 0

阿賀町 2 0 1 1 0

出雲崎町 2 0 1 1 0

湯沢町 0 0 0 0 0

津南町 3 1 1 1 0

刈羽村 2 0 0 1 0 1

関川村 0 0 0 0 0

粟島浦村 0 0 0 0 0

無回答 2 0
合計 110 7 6 6 4 13 4 2 2 2 6 3 4

6 0 .0 % 12 .1% 2 0 .1% 5 .7 % 0 .4 %

13 4 （3 7 .6 % )

2 2 2 (6 2 .4 % )

指導希望市町村が、
勤務校の市町村でも
生活根拠地でもない
場合

不明

勤務校の市町村での指導を希望

生活根拠地の市町村での指導を希望
勤務地の市町村と生活根拠地が別の場合

勤務校の市町村と生活根拠地が別の場合

指導希望市町村
指導希望
総人数

指導希望市町村が、
勤務校の市町村及び
生活根拠地と同じ場
合
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（５）運営方針等の決定  

〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の運営方針決定に際しては、生徒のニーズ、保護

者のニーズ、地域の実情等を踏まえ、市町村教育委員会、市町村地域文化芸術活動所管

課、運営主体、学校、保護者、関係者等による「地域文化クラブ活動（教委関与）の運

営に係る検討会議」（以下検討会議）での審議を経る必要があります。 

 

〇 「検討会議」は、地域移行をスタートさせる段階では、市町村教育委員会または市町

村地域文化芸術所管課が主催することが想定されますが、地域移行後の、ＰＤＣＡサイ

クルに基づく検証等に係る「検討会議」は、運営主体が主催することを想定しています。 

 

〇 総括コーディネーター及びコーディネーターを配置している地域では、総括コーディ

ネーターまたはコーディネーターが中心となり「検討会議」の議事を進行することを想

定しています。 

 

〇 下図は、制度設計から移行期間までの役割分担モデルです。 
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①ニーズの把握 

〇 「文化芸術を楽しみたい生徒すべてが参加可能な、技術力向上のみを目的としない

文化芸術活動機会の確保」を実現するためには、生徒（児童）と保護者のニーズや、

学校や地域の意向を把握する必要があります。 

 

〇 障害の有無にかかわらず、誰もが一緒に参加できる活動を行うためには、特別支援

学校の生徒（児童）と保護者のニーズの把握も必要です。 

 

〇 また、地域の関係者、学校関係者、行政関係者、保護者及び地域の皆さんが一堂に

会す「地域ミーティング」等を開催するなど、様々な立場から意見を集約することも

効果的です。 

 

②事業開始に向けた検討会議の実施 

〇 把握したニーズや意向を基に、地域に望ましい新たな文化芸術環境の創設に向けた

検討会議を開催します。 

 

〇 検討会議には、必要に応じて有識者の参加を求めるなど、客観的な意見を踏まえ、

建設的な協議が行われるようにします。 

 

〇 検討会議は、運営団体、実施主体、学校関係者、保護者、文化芸術団体等の関係者

を含めて委員構成をする必要があります。 

 

〇 また、「地域文化クラブ活動（教委関与）」は地域移行の一側面であることを踏まえ、

既存の文化芸術団体の関係者等の参加を求めるなど、地域の文化芸術活動全体につい

て協議が行われるようにします。 

 

〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の運営には保護者の理解が不可欠なので、市町

村ＰＴＡ連合会等と連携した協議が不可欠です。 

 

〇 また、必要に応じて分科会等を設けるなど、効率的な会議運営体制を構築する必要

があります。 

 

③ビジョンの策定 

〇 地域における、部活動に代わる新しい中学生の文化芸術環境を考える際には、現在

の、学校外の文化芸術環境（団体、サークル、民間クラブ、個人教室等）の全体像を
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把握し、それらと共存して活動する「地域文化部活動」の在り方について検討してい

きます。 

 

〇 そこでは、地域の文化芸術活動を通じて中学生をどのような人材に育成していくの

か《最終目標》、そのために、いつまでにどのような方策《プロセス》をとるのかにつ

いて協議し、地域移行後の新たな文化芸術活動の環境についての明確なビジョンをグ

ランドデザインとして共有することが大切です。その際、地域活性化や地域振興等の

視点を踏まえながら、市町村の施策の方向性を意識したビジョン作成を進める必要が

あります。 

 

〇 その際、地域で活用可能な資源として活動・発表施設（会館、コンサートホール等）

がある場合には、それらを活用した活動について全国的に広報することで、人口増を

含めた地域活性化の可能性を踏まえた検討も必要であると思います。 

 

④活動の名称と目的の設定 

〇 学校での部活動は、学習指導要領で「学校の教育活動の一環」と示された活動です

が、「地域文化クラブ活動（教委関与）」は、学校管理下外の、地域の活動です。 

 

〇 地域の活動の名称に「部活動」を残すことで、生徒や保護者が間違った認識をもつ

可能性があることから、活動の名称を工夫する必要があります。 

 

〇 ③で協議した、地域の文化芸術環境のグランドデザインを基に、地域文化クラブ活

動の目的を示します。 

 

⑤活動する種目等の決定 

〇 地域が持つ資源（指導人材、活動場所等）と①のニーズ調査の結果等を総合的に勘

案し、活動する競技等を決定します。 

 

〇 ニーズはあるが、地域に十分な資源がない場合には、近隣市町村と連携するなど、

広域での活動機会の提供を検討します。 

 

⑥活動回数、活動時間及び活動場所等の決定 

〇 地域が持つ資源（指導人材、活動場所等）と①のニーズ調査の結果等を総合的に勘

案し、③で策定したガイドラインに沿った活動回数と時間を決定します。 
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〇 回数については、最初は単発的な回数からはじめ、そこでの成果と課題について「運

営会議」で検討の上、運営方法等を改善しながら、段階的に回数を増やしていくこと

も考えられます。 

 

〇 効果的な活動実施のため、活動場所については各地域では、地域の活動に対する学

校施設の開放、公的な文化施設の利用料減免または免除、市町村教育委員会が所有す

るバスの活用等について検討を進める必要があります。 

 

〇 特に、学校施設の開放については、活用を希望する団体が多くなることが想定され

ることから、調整会議の開催や利用規約の整理等について準備をしておく必要があり

ます。 

 

⑦費用負担の検討、財源の確保 

〇 運営費用としては、指導者報酬、保険料（指導者、参加者）、会場使用料、楽譜代、

消耗品代、会場への移動に係る費用、運営主体の事務に係る費用等が想定されます。 

 

〇 教育委員会が運営方針等の決定に関わる地域文化クラブ活動（教委関与）は学校外

の活動であるため、上記の運営費用は受益者負担が原則です。 

 

〇 これまでの部活動は、学校の教育活動の一環として原則無償で提供されていたこと

から、受益者負担の考え方については、保護者に十分な説明を行い、理解を得る必要

があります。 

 

〇 また、負担に応じたサービスの提供を求められることになることから、運営に際し

ては、生徒満足度、保護者満足度を高めるための工夫が必要であり、ＰＤＣＡサイク

ルに基づく継続的な運営方法等の改善が求められます。 

 

〇 適正な受益者負担額については、②で十分に検討、検証する必要があります。 

 

〇 一方で、受益者負担が発生することで文化芸術活動に参加できなくなる生徒が発生

することを防ぐ必要があることから、経済的に困窮する家庭の生徒については公的な

支援について検討する必要があります。 

 

〇 令和５年度から３年間の改革推進期間においては国からの財政支援が期待できる

ことから、国事業を有効に活用しながら制度設計を進めることで保護者負担が軽減さ

れると想定されますが、いずれは独自財源での運営を行う必要が出てくるものと予想

されます。 
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〇 そのため、改革推進期間の取組において、運営に係る経費と、それに伴う受益者負

担額の考え方等について整理をしていく必要があるとともに、受益者負担額を徐々に

増やしていくなどの取組も必要になってくると思います。 

 

〇 また、財源確保のために、企業協賛金やクラウドファンディングを募ったり、企業

版ふるさと納税制度を活用したりするなど、持続可能な運営に向けた準備を進めてい

く必要があります。 

 

⑧活動の開始時期の決定 

〇 「休日の部活動の段階的な地域移行」の「段階的」とは、準備ができた地域から順

次という意味で、回数についても段階的に増やしていくことも可能です。 

 

〇 試行実践することではじめて、その後のＰＤＣＡサイクルでの運営改善が可能とな

るので、試行を積み重ねながらバージョンアップしていく視点が必要です。 

 

⑨実施要項の作成 

〇 ①～⑧までの過程を踏まえ、実施要項を作成します。 
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３ 関係団体、学校への説明・周知            

 

〇 部活動に代わる中学生の新しい文化芸術環境（「休日の部活動の段階的な地域移行」）

の考え方で示したとおり、「地域文化クラブ活動（教委関与）」の制度設計には、関係団

体等との連携が不可欠です。 

 

〇 一方で「新潟県部活動改革検討委員会」では、依然、保護者や関係者、各学校の教職

員、地域関係者への情報周知が十分でないとの指摘があります。 

 

〇 各市町村において、生徒、保護者や教員、地域文化芸術関係者等に向けて、準備の進

捗状況等の情報発信を行う必要がある他、関係団体等との連携に向けた説明や協議を進

めていく必要があります。 

 

〇 その際、地域の関係者、学校関係者、行政関係者、文化芸術に携わる方、保護者及び

地域の皆さん、必要に応じてスポーツクラブ担当者が一堂に会す「地域ミーティング」

等を開催するなど、様々な立場からの方々に一斉のメッセージを出し、同時に意見を集

約することも効果的です。 

 

〇 また「新潟県部活動改革検討委員会」では、児童生徒への情報提供を積極的に進める

べきとの意見がありました。地域の活動においては様々な選択肢があることを示すなど、

適切な時期に児童生徒に周知することも必要です。 

 

 

４ 保護者、地域への説明・周知             

〇 令和５年度以降、部活動が段階的に地域移行していくことについては、保護者、地域

の関心が非常に高い一方で、必ずしも正しい情報が伝わっていない実態があること、ま

た将来的には受益者負担の活動となることが想定されることを踏まえた理解を得る必

要があることから、保護者、地域に向けて必要な情報を、適切に発信していく必要があ

ります。 

 

〇 その際、準備の段階に応じ、「地域移行の考え方や必要性について」といった概論的

な情報から、実際にどのような活動がどのような形で行われ、保護者生徒にどのような

変化があり、何を準備していく必要があるのかといった、具体的な情報を発信していく

必要があります。 

 

〇 「令和５年度からの段階的な地域移行」については、すでに幾度となく報道が行われ
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ていることから、今後は各市町村において、必要な情報について、市町村小中学校ＰＴ

Ａ連合会等への説明や意見交換や、各家庭への個別案内資料の配付を、スピード感をも

って進めていく必要があります。 

 

 〇 同時に、吹奏楽連盟が定めたコンクール参加規程に関する情報や、市町村教育委員会

がイメージする地域移行のビジョン等について周知する必要があるので、芸術文化活動

所管課、市町村の団体等と連携しながら情報発信を行うことが必要です。 

 

 〇 これまで、保護者宛文書等で情報発信をしているにも関わらず、情報の周知が浸透し

ていないという意見が聞かれたことから、情報発信の方法については、書面やホームペ

ージへの掲載だけでなく、説明会を開催したり、マスメディアを活用したりするなどの

工夫も必要です。 

 

 

５ 生徒への募集案内                  

〇 運営主体は、２（５）運営方針等の決定 で作成した実施要項等により、募集案内を

出します。 

 

〇 生徒は地域移行後に、どの活動に参加するか、またはいずれの活動にも参加しないか

自由に選択できるようにするべきであり、また、平日は部活動に参加していない生徒や

文化部に所属している生徒が参加することも妨げないような募集を行う必要がありま

す。 

 

 〇 また、生徒は、ニーズに応じた活動への参加ができるよう、通学している学校の所在

市町村以外の活動にも参加できるようにすることが必要です。 
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６ 指導を希望する教員への対応             

〇 文部科学省は、令和３年２月 17 日付け２初初企第 39 号で、「「学校の働き方改革を踏

まえた部活動改革について」を受けた公立学校の教師等の兼職兼業の取扱い等について」

を通知しました。次頁の図はその概要版です。 

〇 教育委員会が運営方針等の策定に参画して実施される「地域文化クラブ活動（教委関

与）」は、兼職兼業が許可される根拠法令（教育公務員特例法第 17 条）にある「教育に

関する他の事業若しくは事務」に当てはまります。 

 

○ 令和５年 1 月に文部科学省から「公立学校の教師等が地域クラブ活動に従事する場合 

の兼職兼業について（手引き）」が発出されました。 兼職兼業の許可にあたっては、 当

該手引きも参考にして対応することが必要です。 

 

【参照】 

教師等の兼職兼業について（文科省ホームページ） 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/mext_02032.html 
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〇 市町村教育委員会は当該教員の時間外労働の時間と、運営主体が示す活動計画に示さ

れた指導時間を踏まえ、兼職兼業の可否の判断をすることが必要になります。 

 

〇 また、市町村教育委員会は、兼職兼業による指導を希望しない教員を、地域の活動に

従事させないようにする必要があります。その際、職員間の同調圧力や保護者からの過

剰な要望等が、当該教員の意思決定に影響しないように注意しなければいけません。 

 

 〇 市町村教育委員会は、国通知および国が示した「兼職兼業ガイドライン」に沿って、

指導を希望する教員が兼職兼業により、活動の主体である地域団体の業務に従事できる

ような仕組みを作る必要があります。 
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〇 下図は、兼職兼業に係る服務管理のフローと役割分担例を示したものです。 

 

 

 

〇 運営主体と学校のそれぞれが、指導を希望する教員の勤務状況の情報を適切に把握し、

市町村教育委員会は、それらの情報を基に、兼職兼業の可否の判断できるような仕組み

を構築しておきます。 

 

〇 なお、指導を希望する教員が兼職兼業の許可を得て指導する活動は、勤務校の地域に

限らず、居住地やその他の地域で行われるものからも選択できるようにする必要がある

ことから、指導を希望する教員が、ニーズに応じた活動に参加ができるよう、県教育委

員会は今後、全県の活動をリスト化し、各市町村教育委員会に提供する予定です。 

 

〇 市町村教育委員会は、必要に応じて他地域の運営主体と連携し、当該職員の勤務状況

等の情報を得る必要が生じます。 
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７ 指導者の雇用及び資質向上に係る研修の実施          

 

（１）雇用等について 

〇 「地域文化クラブ活動（教委関与）」の運営団体は、活動の目的に合った指導を行う

指導者を選定、雇用します。その際、雇用条件を明確に示した上で雇用契約を結ぶこと

が望ましいと考えます。 

 

〇 また、運営団体は、問題のある指導者に対する懲戒規定等を設け、当該活動の目的を

逸した指導を行った場合、ガイドラインに沿った活動が行われていない場合、ガバナン

スに反する行為（体罰、ハラスメント、不当な金品の受領等）があった場合等には、速

やかに当該指導者を解任しなければなりません。 

 

〇 さらに、運営団体は、地域の活動において懸念される、選手の引き抜き、所属選手の

進路等に関する地域指導者に対する利益供与の申し出、保護者等から地域指導者に対す

る過剰な要求等のトラブルの予防向け、適切に対応する必要があります。 

 

〇 指導者への報酬額によっては「確定申告」が必要な場合が出てくることにも注意が必

要です。 

 

（２）研修の実施について 

〇 ２（４）指導者の確保 で示したことや上記の問題への対応能力を含め、地域文化ク

ラブの指導者は中学生に指導を行うために、技術力を向上させる以外にも、必要な指導

スキルや倫理観等を備えている必要があることから、運営団体は、指導者の資質向上に

係る研修を計画的に実施しなければいけません。 

 

〇 市町村が独自の指導者ライセンス制度等を定めている場合には、そこで示された研修

プログラムを受講する必要があります。 

 

（３）その他 

 〇 平日の部活動と休日の地域文化クラブ活動（教委関与）が併存する期間においては、

平日と休日で指導者が異なる等の問題が想定されるため、顧問教員と地域指導者との連

携が必要となります。顧問教員が休日の指導を希望しない場合は、地域指導者が平日の

活動を見学し、顧問と情報交換を行うなどの対応が必要になります。運営団体は、この

ような活動も研修の一環として整備していく必要があります。 
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８ 移行する活動の規模の拡大及び活動の改善  

 

〇 改革推進期間においては、実施競技等の数、実施回数、参加者数等について、実際に運

営をスタートさせ、繰り返し実施をしながら、その成果と課題を検証し、ＰＤＣＡサイク

ルにより、より望ましい運営にバージョンアップをしながら、段階的に実施規模を拡大し

ていく必要があります。 

 

〇 そのため、検討会議において定期的に活動の検証を行うなど、関係者間の意見交換の機

会を設ける必要があります。 

 

〇 改革推進期間の初年度である令和５年４月までの準備期間が非常にタイトであったた

め、関係者等からの意見を十分に反映させることができないまま地域移行をスタートさせ

る場合もあると拝察しますが、移行完了までの期間においては、運営団体、実施主体、学

校関係者、保護者、その他関係者らから、広く意見を聞くことができる体制を整えておく

必要があります。 

 

〇 また、先行事例では、より望ましい運営に向けて、検討会議の場以外でも、関係者間で

ブレインストーミングを行う機会を設けるなど、地域や競技等の実情に応じたアイデア出

しができるような話し合いの場を設定することが有効であるとの報告もあります。 

 

 

 

 


